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   彩の国さいたま人づくり広域連合監査委員条例 

 

平成１１年８月２日 

条例第１７号 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第                                   

２９２条において準用する法第２０２条の規定に基づき、監査委員に関し必要な事項

を定めるものとする。 

 （定期監査） 

第２条 法第２９２条において準用する法第１９９条第４項の規定による監査を行うと

きは、監査委員は、その都度期日を指定し、その期日の１０日前までに、監査の対象

となる機関に通知する。 

 （行政監査、随時監査、補助団体等の監査及び公金の収納等の監査） 

第３条 法第２９２条において準用する法第１９９条第２項及び第５項の規定による監

査並びに同条第７項及び法第２３５条の２第２項の規定による監査（広域連合長の要

求に係るものを除く。）については、緊急の場合を除くほか、前条の規定を準用する。 

 （請求又は要求による監査） 

第４条 法第２９１条の６において準用する法第７５条第１項、法第２９２条において

準用する法第９８条第２項、法第１９９条第６項及び第７項、法第２３５条の２第２

項及び法第２４３条の２の８第３項の規定による監査の請求又は要求があるときは、

監査委員は、７日以内にその請求又は要求に係る事項について監査に着手しなければ

ならない。 

 （現金出納の検査） 

第５条 法第２９２条において準用する法第２３５条の２第１項の規定による検査は、

２８日に行う。ただし、その日が彩の国さいたま人づくり広域連合の休日を定める条

例（平成１１年彩の国さいたま人づくり広域連合条例第１号）第１条第１項に規定す

る休日である場合、又は特別の事情があるときは、監査委員が別に定める。 

 （決算、証書類等の審査） 

第６条 法第２９２条において準用する法第２３３条第２項及び法第２４１条第５項の

規定による審査に係る意見書は、審査に付せられた日から５０日以内に広域連合長に

提出する。 

 （公表） 

第７条 監査に関する公表は、彩の国さいたま人づくり広域連合の事務所前の掲示場に

掲示して行う。 

 （委任） 

第８条 この条例に定めるものを除くほか、監査委員に関し必要な事項は、監査委員が
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協議して定める。 

附 則 

  この条例は、公布の日から施行する。 

   附 則（令和６年２月２日条例第２号） 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 


